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副理事長及び理事となるべき者の指名  

委員長談話  
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資料2 中期目標について   

資料3 日本年金機構の副理事長及び理事となるべき者の指名について  

委員長談話（別途配付）   



日本年金機構  

～お客様へのお約束10か条～  

◆日本年金機構（私たち）の使命は、お客様である国民の皆様に．   
正しく確実に年金をお支払いすることです  

◆私たちlま．お客様にとって、身近で信頼される組織を目指しま   

す   

◆そのために私たちが大切にすること   

＞ お客様の立場に立ち、誠意をもって対応します  

＞ 正しく確実に業務を行います  

一札たちはお約束します～  

【お客様の立場に立って】 

1．わかりやすい書稟で、ていねいにご悦嘲します。   

2．年金のご相験には、お客様にとってプラスとなる「もう一書」を心がけます。  

3．t菅は3コール以内に出ます。   

4．来所相鰊やt話によるお同い合わせにlま迅速lこお答えします。その場でお答  

えできない場合には、速やかに確認の上、2日以内に確認の状況をご連♯しま  

す。  

5．ご相談で来所されたときのお待たせ時間は30分以内とすることを目指しま  

す。混雑時でも、お待たせ時Ⅶの短ヰに斉めるとともに、待ち時間の目安を表  

示します。  

6．お知らせ文書や、届出■中計書類は、できるだけわかりやすく、読みやすくしま  

す。   

7．お客様のご意見・ご手望を、積極的にサービス改軌こつなげていきます。  

【正しく確実に】  

8．迅速な対応により、正しく確実に、できるだけ早く年金をお届けします。  

9．おた生月の「ねんきん定期便」の送付をはじめ、お客様への年金什報捷供サ  

ービスを充実します。   

10．お客様の情報はしつかり甘理し、その利用に際しては細心の注意を払います。  

以上のお約束について守れたかどうか、毎年の実♯をご報告します。   



もちるん、今．もっとも大切なことは一日も早く．  
年金記録問題を解決することです。  
その解決に向けて．全力投球していきます。  

ー お客様へのお願い・一  

正確な年金苛層の管理のた桝こ臥皆様のご協力が必要です。  
r和ん書ん定期便」でご白身の記録の確認をお願いします。  

もし、事実と違うことや、気になることがございましたら、  
ご連絡ください。  

お問い合わせには誠実に対応いたします。  

○全国紙－ーねん書んダイヤル」で受け付けています。   

【ねん書ん定期便専用タイヤル】  

0570－058－555  
け■宙・PHSからlま 03－釘00－11仙  

【一般的な年金欄鼓ダイヤル】  

0570－05－1165  
1P■話・PHSからは 03一打00－‖朗  

月一会躍眉 年前○時一年畿8時まで  

算2土躍日 年前計時一年畿5時まで  

月喋臼  年前8時30分一年畿丁時まで  
火一会欄旧 年前8時30分一年畿5時15分まで  
霜2土曜8 年前○時30分～年後4時まで  

○ご相談lよ∴全国ほ12ケ所の年金事♯所及び51ケ所の年金相談センターで受け付けて   

います。  

●月曜ヨ  年前8時30分一年畿丁時まで  

●火一会橋口 年前8時さ0分一年畿5暗15分まで  

●第2土橋日 年前引時き○分ん年畿4暗まで   

○畳替りの年金事♯所等の所在地臥日本年金機構のホームページからご確彗臥lただけま   

す。 http：／／肌W．nlnkin．g0．jp／  

○あらかじめユーザーID・パスワードを敬得いただければ、インターネタトでいつでも   

年金記鶴がご篤いただけます。  

巳本年金機構のホームページ  http：／／Ⅵ肌nlnkin．g0．jp／  
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中期目標について  

○日本年金機構評価部会について   

○日本年金機構中期目標について（論点）  

○社会保障審議会 日本年金機構評価部会委員名簿  

（第1回社会保障審議会日本年金機構評価部会資料 平成21年12月9日）   



第1回社会保障審議会日本年金機構評価部会  

平 成 21年1・2 月 9 日  

価部会について   日本年金機構  



日本年金機構の中期目標、中期計画、年度計画について  

厚生労働省   日本年金機構  

中期目標  

厚生労働大臣  
年度計画  

（初年度）  

認可申請   

認 可  

中期計画、年度計画は厚生労働大臣の認  

可を受けなければならない。  

①中期目標の期間（3～5年）  

②提供するサービスその他の業務の質の向上に関す  

る事項  

③業務運営の効率化に関する事項  

④業務運営における公正性及び透明性の確保その他  

業務運営に関する重要事項  

年度計画  

（最終年度）   

中期実績報告書  

評価、結果通知、公表（各年度における実績評価も実施）  



日本年金機構に対して第三者の立場からチェックする機関等について  

中期目標の策定、  

実績評価等の諮問  

厚生労働大臣   

業務運営の改善  

に係る意見聴取  

・改善意見の提出  

・運営状況等の幸艮告  

聴取 等  
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中期目標期間開始時  

（琴初の中期目標は機構発足ま．で）  
・大臣が中期目標を策定、   変更するに当たって諮問を受ける。（機構法第52条）   

毎事業年度終了時（6～10月）  
・大臣が機構の各事業年度   の業務の実績に関する評価を行うに当たって諮問を受け  

る。（機構法第52条）   

・大臣が機構の中期目標期   間の業務の実績に関する評価を行うに当たって諮問を受  

中期目標期間終了時（6～10月）  ける。（機構法第52条   司   

その他必要に応じて行う事項  ・大臣が機構に対し業務改善命令を行うに当たって諮問を受ける。（機構法第52条）   

（注）上記の諮問事項のほか、日本年金機構評価部会は、機構の役員に対する報酬l及び退職手当の支給の基準について、大臣からの通知を受け、   

当該支給基準が社会一般の情勢に適合したものであるかどうかについて意見をいうことができる。（機構法第21条第5項）   



平成21年7月28日第11回日本年金機構設立委員会提出資料より抜粋  

巳本年金機構の中期目標に定める事項の骨子案  

○ 以下の骨子案は、「平成21年度において社会保険庁が達成すべき目標」、「平成21年度社会保険事業計画」、及び  

「日本年金機構の当面の業務運営に関する基本計画」の重要事項を踏まえて整理。  

① 提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項   

◆年金記録問題への対応に関する事項   

◆適用事務に関する事項（国展年金の適用の適正化、厚生年金保険筆の適用の適正化）   

◆保険料等収納事務に関する事項（国民年金保険料の納付率の向上、厚生年金保険等の徴収対策の推進）   

◆給付事務に関する事項   

◆広報、相談等に関する事項（広報活動の推進、国民への情報提供の推進、年金相談の充実）   

◆国民の声を反映させる取組に関する事項   

◆電子申請の推進に関する事項  

② 業務運営の効率化に関する事項   

◆効率的な業務運営体制に関する事項  

◆運営経費の抑制等に関する事項   

◆外部委託の推進に関する事項   

◆社会保険オンラインシステムの見直しに関する事項   

◆その他業務運営の効率化の取組に関する事項  

③ 業務運営における公正性及び透明性の確保その他業務運営に関する重要事項   

◆内部統制システムの構築に関する事項   

◆情報公開の推進に関する事項   

◆人事及び人材の育成に関する事項   

◆個人情報の保護に関する事項  
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参照条文  参考  

○ 日本年金機構法（平成十九年法律第百九号）（抄）  

（役員の報酬等）  

第二十一条 役員に対する報酬及び退職手当（以下この条において「報酬等」という。）は、その役員の業績が考慮されるものでなければなら   
ない。  

2 機構は、役員に対する報酬等の支給の基準を定め、これを厚生労働大臣に届け出なければならない。これを変更したときも、同様とする。  
3 前項の報酬等の支給の基準は、国家公廟員の給与、民間事業の役員の報酬等、機構の業務の実績、第三十四条第二項第四号の人件費の見積   

りその他の事情を考慮．して定められなければならない。  

4 厚生労働大臣は、第二項の規定による届出があったときは、その届出に係る報酬等の支給の基準を社会保障審議会に通知するものとする。  
5 社会保障審議会は、青郷情勢lこ適合したものであるカ、   

どうかについて、働村し、意見を申‡し出ることができる。   

（中期目標）  

第三十三条 厚生労働大臣は、三年以上五年以下の期間において機構が達成すべき業務運営に関する目標（以下「中期目標」という。）を定め  

、これを機構に指示するとともに、公表しなければならない。これを変更したときも、同様とする。  

2 中期目標においては、次に掲げる事項を定めるものとする。  

中期目標の期間（前項の期間の範囲内で厚生労働大臣が定める期間をいう。第三十七条第一項において同じ。）  

提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項  

業務運営の効率化に関する事項  

業務運営における公正性及び透明性の確保その他業務運営に関する重要事項   

一
二
 
三
 
四
 
 

（中期計画）  

第三十四条 機構は、前条第一項の指示を受けたときは、中期目標に基づき、厚生労働省令で定めるところにより、当該中期月標を達成するた   

めの計画（以下この条及び次条において「中期計画」という。）を作成し、厚生労働大臣の認可を受けなければならない。・これを変更しよう   

とするときも、同様とする。   

（年度計画）  

第三十五条 機構は、毎事業年度、前条第一項の認可を受けた中期計画に基づき、厚生労働省令で定めるところにより、当該事業年度における   

同条第二項各号に掲げる事項についての業務運営に関する計画を作成し、当該事業年度の開始前に、厚生労働大臣の認可を受けなければなら   

ない。これを変更しようとするときも、同様とする。   



（各事業年度に係る業務の実績に関する評価）  

第三十六条 厚生労働大臣は、機構の事業年度ごとの業務の実績について、評価を行わなければならない。  

2 （略）   

（中期目標に係る業務の実績に関する評価）  

第三十七条 （略）  

2 厚生労働大臣は、機構の中期目標の達成状況について、評価を行わなければならない。  

3 （略）   

（業務改善命令）  

第四十九条 厚生労働大臣は、第三十六条第一項又は第三十七条第二項の規定による評価の結果必要があると認めるとき、その   

他機構の業務の適正な運営を確保するため必要があると認めるときは、機構に対し、その業務の運営の改善に関し必要な措置   
をとるべきことを命ずることができる。  

2 （略）   

（社会保障審議会への諮問）  

第五十二条 厚生労働大臣は、㈱こ諮問しなければならない。   

一 第三十三条第一項の規定により中期目標を定め、又は変更しようとするとき。   
二 第三十六条第一項又は第三十七条第二項の規定による評価を行おうとするとき。   
三 第四十九条第一項の規定による命令をしようとするとき。  

（財務大臣との協議）  

第五十三条 厚生労働大臣は、次に掲げる場合には、財務大臣に協議しなければならない。   
一 第三十三条第一項の規定により中期目標を定め、又は変更しようとするとき。   
二 第三十四条第一項、第三十五条、第四十三条第一項若しくは第二項又は第四十五条の規定による認可をしようとするとき。   

（社会保障審議会への諮問等）  

附則第六条 厚生労働大臣は、 最初の中期目標の策定に必要な準備として、施行日前においても社会保障審議会に諮問すること   

及び財務大臣との協議を行うことができる。   



日本年金機構中期目標について（論点）  

1 中期目棲の期間   

○ 年金記録問題への対応を平成25年度までの「国家プロジェクト」と位置付けてい   

ることから、「平成22年1月1日から平成2、6年3月31日までの4年3か月」と  

してはどうか。  

2 年金記録問題への対応   

○ 国において、平成22年度及び平成23年度の2年間には集中的に予算・人員を投  

入し、さらに平成25年度までの間に多角的に取り組むこととしており、機構におい  

ても、厚生労働省と密接に連携し、当面の最重要課題として取り組むことが必要では  

ないか。  

○ 年金記録問題の解決に向け、末統合記録の統合・解明、コンピュータ記録と紙台帳   

の突合せ、再裁定処理の迅速化、加入情報の提供などに計画的に取り組むことが必要   

ではないか。   

（参考）厚生労働省に設置されている外部有識者による委員会等で議論されている事項   

・ 基礎年金番号に末続合になっている記録の統合・解明   

・受給者・加入者への年金記録の確認作業及び確認作業に当たっての市町村との連携   

・ 年金記録情報総合管理・照合システム（コンピュータ記録と電子画像化した紙台帳の検索を  

一体的に行う機能、突合せ結果を管理する機能等を有するシステム）によるコンピュータ記録  

と紙台帳の突合せ   

・年金記録の訂正や再裁定後の支給等を迅速に行うための体制整備   

・標準報酬等の遡及訂正事案l；ついての実態解明   

・ ねんきん定期便や年金通帳の導入による加入情報の提供  

3 提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項  

（1）適用事務に関する事項   

○ 国民年金・厚生年金保険等の適用を促進することが必要ではないか。  

（2）保険料等収納事務に関する事項   

○ 国民年金保険料の納付率の低下傾向に歯止めをかけ、回復に努めることが必要では  

ないか。厚生年金保険等の保険料の収納率の向上を図ることが必要ではないか。  

（3）給付事務に関する事項   

○ 給付事務の所要日数や正確性に関する目標を定め、年金給付の迅速な決定、正確  

な支給に努めることが必要ではないか。  
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（4）相談、情事鱒提供等に関する事項   

○ 被保険者、受給者等が利用しやすい相談体制の整備や市町村・社会保険労務士と  
の連携による年金相談の充実に努めることが必要ではないか。   

0．国民の理解と信頼を確保するため、分かりやすく効果的な情報提供が必要ではな  

いか。インターネットによる年金個人情報の提供を図ることが必要ではないか。   

（5）国民の声を反映させる取組に関する事項   

○ 国民ニーズをサービス改善につなげるための多様な仕組みを導入し、具体的なサ  

ービス改善を図ることが必要ではないか。   

○ サービス改善の取組状況を評価し、その結果を国民にお知らせすることが必要で  

はないか。  

4．業務運営の効率化に関する事項  

（1）効率的な業務運営体制に関する事項   

○ 業務の合理化・効率化や標準化を進めることが必要ではないか。   

○ 都道府県域を越えた事務集約化の準備や年金事務所の配置のあり方など体制の見  

直しを図ることが必要ではないか。  

（2）運営経費の抑制等に関する事項  

○ 人員体制の合理化・効率化を進める一方で、年金記録問題の解決が早急かつ確実  

にできる体制を確保することが必要ではないか。  

○ 一般管理費・業務経費について、業務の効率化によリー定程度抑制することが必  

要ではないか。   

（3）外部委託の推進に関する事項  

○ 外部委託の推進、委託業務の品質の維持・向上を図ることが必要ではないか。   

（4）社会保険オンラインシステムの見直しに関する事項  

○ 新たな年金制度の検討状況を踏まえつつ、社会保険オンラインシステムの見直し  

に取り組むことが必要ではないか。   

（5）その他業務運営の効率化の取組に関する事項   

○ 適正かつ合理的な契約方法の活用、調達案件の厳正な審査・点検の実施等により、  

契約の競争性・透明性の確保、コスト削減に努めることが必要ではないか。   

5 業務運営における公正性及び透明性の確保その他業務運営に関する重要   

事項  

く1）内部統制システムの構築に関する事項   

○ コンプライアンス確保、リスクの未然・再発防止の仕組みを構築することが必要  

ではないか。  

○ 文書の原本管理・保管を徹底することが必要ではないか。 
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（2）情報公開の推進に関する事項   

○ 他国の先進事例等も参照し、業務運営の状況や役員に関する情報等を年次報告書  

（アニュアルレポート）などで分かりやすく公開することが必要ではないか。   

○ 年金記録問題への対応状況等を定期的に情報提供することが必要ではないか。   

（3）人事及び人材の育成に関する事項   

○ 職員人事の本部一括化や全国異動を基本とする職員のキャリアパターンの確立が  

必要ではないか。   

○ 能力・実績本位の人材登用や給与体系等の確立を図ることが必要ではないか。   

O 「コスト意識・無駄排除」「業務改善」「情報収集・公開」といった取組を反映し  

た人事評価制度の導入が必要ではないか。  

（4）個人情報の保護に関する事項   

○ 個人情幸馴こ関するセキュリティー対策を講じ、個人情報の保護・管理に万全を期す  

ことが必要ではないか。  

3   



社会保障審議会日本年金機構評価部会委員名簿  

平成21年12月9日現在  

氏  名  現  職   

石 井  いしい たかよし   石井公認会計士事務所所長   

岩瀬  いわせ たつや   ジャーナリスト   

大 山  おおやま ながあき  東京工業大学教授   

木 間  このま あきこ   NPO法人高齢社会をよくする女性の会理事   

斎藤  さいとう きよみ   ジェイ・ボンド東短証券株式会社代表取締役社長   

長 沼   ながぬま あきら   埼玉県志木市長   

西 沢  にしぎわ かずひこ  株式会社日本総合研究所調査部主任研究員   

本 田  ほんだ かつひこ  日本たばこ産業株式会社相談役   

◎・・・部会長  （敬称略、五十音順）  
☆…部会長代理   



日本年金機構  
Jap8n P‘ln8lonSorvl¢○  Press Release  

平成21年12月10日  

（照会先）  

社会保険庁総務部  

日本年金機構設立準備事務局  

電話03－5253－1111（代表）  

管理官 酉辻（内線3537）  

日本年金機構の副理事長となるべき者及び  

理事となるべき者の指名について   

日本年金機構の理事長となるべき者（紀陸孝）は、副理事長となるべき  

者及び理事となるべき者として、日本年金機構法附則第4条第2項の規定に  

基づき、本日付で下記の者を指名いたしました。  

記  

薄井康紀  1．副理事長となるべき者  

2．理事となるべき者  

（人事・会計部門担当）  

（事業企画部門担当）  
（事業管理部門担当）  
（全国一括業務部門担当）  

（南関東ブロック本部担当）  

（近畿ブロック本部担当）  

（非常勤）  

（非常勤）  

（非常勤）  

（非常勤）   

針
剛
栄
寛
龍
厚
周
冠
嶽
離
 
 

巻
崎
塚
野
菱
田
山
村
藤
木
 
 

坂
矢
石
中
十
藤
青
磯
加
三
 
 

※ このほかに、平成21年5月29日に、理事となるべき者   

（システム部門担当）として、喜入博を指名している。   



【参考1】・役員予定者名簿  

理事長   紀陸 孝（民間）   

副理事長   薄井康紀   

理事（人事・会計部門担当）   坂巻謙一（民間）   

理事（事業企画部門担当）   矢崎 剛   

理事（事業管理部門担当）   石塚 栄   

理事（システム部門担当）   喜入 博（民間）   

理事（全国一括業務部門担当）   中野 寛   

理事（南関東ブロック本部担当）   十菱 龍   

理事（近畿ブロック本部担当）   藤田 厚（民間）   

理事（非常勤）   青山 周（民間）   

理事（非常勤）   磯村元史（民間）   

理事（非常勤）   加藤丈夫（民間）   

理事（非常勤）   三木雄信（民間）   

監事   今後大臣が指名（民間）   

監事（非常勤）   今後大臣が指名（民間）    ＼  



【参考2】 これまでに指名された役員予定者の略歴  

理事長予定者  

きりくたかし ○ 紀陸 孝  昭和21年生  

昭和44年 慶應義塾大学法学部卒  

昭和46年 日本NCR株式会社入社  

平成18年 社団法人日本経済団体連合会専務理事  

平成20年 東京経営者協会専務理事  

平成21年 東京経営者協会顧問（現在に至る）  

※ 平成21年2月に理事長となるべき者に指名  

日本年金機構設立委員（平成21年～）  

副理事長予定者  

うすいやすのり  

○ 薄井康紀  昭和28年生  

昭和51年 東京大学法学部卒  

昭和51年 厚生省入省  

平成18年 厚生労働省政策統括官（社会保障担当）  

平成20年 社会保険庁総務部長（日本年金機構設立準備事務局長）  

（現在に至る）  

理事予定者  

さかまきけんいち  

○ 坂巻謙一  昭和25年生  

昭和49年 千葉大学人文学部卒  

昭和49年 株式会社千葉銀行入行  

平成13年 同社 審査二部部長  

平成16年 ちばぎんアカウンティングサービス株式会社常務取締役  

（現在に至る）  

やぎきつよし  

○ 矢崎 剛  昭和32年生  

昭和55年 東京大学経済学部卒  

昭和55年 厚生省入省  

平成19年 厚生労働省大臣官房会計課長  

平成20年 社会保険庁東京社会保険事務局長（現在に至る）   



いしづかさかえ  

0 石塚 栄  昭和31年生  

昭和54年 京都大学経済学部卒  

昭和54年 厚生省入省  

平成19年 厚生労働省関東信越厚生局健康福祉部長  

平成20年 社会保険庁社会保険大学校長（日本年金機構設立準備  

事務局副事務局長）（現在に至る）  

きいれひろし  

○ 喜入 博  昭和20年生  

昭和44年 東京都立大学理学部卒  

昭和44年 日本ユニバック株式会社（現：日本ユニシス株式会社）  

入社  

平成9年 同社 監査室長  

平成14年 KPMGビジネスアシュアランス株式会社顧問  

（～平成21年）  

平成15年 金融庁C10補佐官（現在に至る）  

平成21年 総務省行政管理局技術顧問（現在に至る）  

※ 平成21年5月に理事となるぺき者に指名  

なかのひろし  

○ 中野 寛  昭和30年生  

昭和54年 東京大学法学部卒  

昭和54年 厚生省入省  

平成18年 社会保険庁総務部総務課長  

平成19年 社会保険庁社会保険業務センター所長（現在に至る）  

じゆうぴしりゆう  

○ 十菱 龍  昭和29年生  

昭和52年 東京大学法学部卒  

昭和52年 厚生省入省  

平成17年 年金資金運用基金（現：年金積立金管理運用独立行政  

法人）理事  

平成20年 厚生労働省東北厚生局長（現在に至る）  

ふじたあつし  

○ 藤田 厚  昭和22年生  

昭和44年  

昭和44年  

平成8年  

平成11年  

平成13年  

平成21年  

慶應義塾大学法学部卒  

株式会社日立製作所入社  

同社 産業機器営業本部販売企画部長  

日本コロムビア株式会社理事情報システム営業本部長  

松田産業株式会社（現：松田・南信株式会社）常務取締役  

松田・南信株式会社非常勤顧問退職  

r   



あおやままこと  

○ 青山 周  昭和15年生  

昭和39年 司法試験合格  

昭和40年 東京大学法学部卒  

昭和42年 弁護士登録  

昭和57年 青山法律事務所開設（現在に至る）  

いモむら もと し  

○ 磯村元史  昭和9年生  

昭和31年  

昭和31年  

昭和34年  

平成3年  

平成5年  

平成10年  

滋賀大学経済学部卒  

野村証券株式会社入社  

東洋信託銀行株式会社入社  

同社 取締役副社長  

洋伸不動産株式会社取締役社長  

函館大学客員教授（現在に至る）  

※年金業務・社会保険庁監視等委員会委員（平成19年～）   

日本年金機構設立委員（委員長代理）（平成20年～）  

かとうたけお  

○ 加藤丈夫  昭和13年生  

昭和36年 東京大学法学部卒  

昭和36年 富士電機製造株式会社（現：富士電機ホールディングス  

株式会社）入社  

平成12年 同社 取締役会長  

平成16年 同社 相談役  

平成17年 厚生年金基金連合会（現：企業年金連合会）理事長  

（～平成20年）  

平成21年 富士電機ホールディングス株式会社特別顧問  

（現在に至る）  

みきたけのぶ  

○ 三木雄信  昭和47年生  

平成7年  

平成7年  

平成10年  

平成12年  

平成18年  

東京大学経済学部卒  

三菱地所株式会社入社  

ソフトバンク株式会社入社  

同社 社長室長  

ジャパン・フラッグシップ・プロジェクト株式会社  

代表取締役社長（現在に至る）   



【参考3】 日本年金機構法（抄）   

（役員）  

第9条 機構に、役員として、理事長1人、副理事長1人、理事7人以内及び監事2   

人を置く。  

2 機構に、役員として、前項の理事のほか、非常勤の理事4人以内を置くことがで   

きる。   

（役員の任命）  

第13条 理手長及び監事は、厚生労働大臣が任命する。  

2 副理事長及び理事は、理事長が厚生労働大臣の認可を受けて任命する。  

附則   

（理事長等となるべき者の指名等）  

第4条厚生労働大臣は、この法律の施行の日（以下「施行日」という。）前に機構の   

理事長となるぺき者及び監事となるぺき者を指名する。  

2 前項の規定により指名された理事長となるべき者は、厚生労働大臣の認可を受け   

て機構の副理事長となるべき者及び理事となるべき者を指名する。  

3 前2項の規定により指名された理事長、副理事長、理事又は監事となるべき者は、   

機構の設立の時において、第13条第1項及び第2項の規定により、それぞれ理事   

長、副理事長、理事又は監事に任命されたものとする。  

【参考4】 日本年金機構  

○ 厚生労働大臣の監督の下で、廃止される社会保険庁が実施している厚生年金保   

険事業及び国民年金事業の業務運営を担う非公務員型の公法人。  

○ 平成22年1月1日に設立予定。  

「
 
 
 

tl■  



紀陸理事長予定者コメント  

平成21年12月10日  

・本日、日本年金機構法の規定に基づき、厚生労働大臣の  

認可を受けて、機構の副理事長となるべき者1名及び理事  

となるべき者10名（うち4名は非常勤）を指名いたしま  

した。  

・ 5月に指名したシステム部門担当理事と併せて、これで  

理事全員の指名を終えたことになりますが、来年1月1日  

の機構設立まで残すところ3週間であり、引き続き機構の  

円滑な立ち上げに全力を挙げなければなりません。  

・ また、機構設立後も、年金記録問題への対応等多くの課  

題が待ち受けておりますが、機構が国民の皆さまのご期待  

に応えられる組織となり、年金に対する信頼の回復に大き  

な力を発揮できるよう、厚生労働大臣のご指導の下、役職  

貞一丸となって取り組む所存ですので、国民の皆さまのご  

理解とご協力をよろしくお願い申し上げます。   




